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一般会計予算の内容および特徴 

Ⅰ 一般会計予算の内容 

 

  ア）歳入予算の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ） 主な歳入の状況  

 

 

 

基幹税目である法人二税は64億円、9.7％の増が見込まれるものの、原油高、円高・株安

およびサブプライムローン問題によるアメリカ経済の減速などの懸念材料があります。 

また、税源移譲により法人二税と並ぶ基幹税目となった個人県民税は、税源移譲の平年度

化や雇用情勢の改善による所得増などにより39億円、8.0％の増となっています。 

そのほか、県民税利子割や個人事業税など 4 税目で増となっていますが、地方消費税、自

動車取得税および自動車税など8税目で減となっています。 

 

 

 

地方道路譲与税は 22 億円、石油ガス譲与税は 2 億円を計上し、それぞれ前年度と同程度

の額を見込んでいます。 

 

 

 

住宅借入金等特別税額控除による個人住民税の減収を補填するため、減収補てん特例交付

金が創設され、6 億円計上するとともに、児童手当の拡充に伴う児童手当特例交付金を 7 億

円計上しています。また、減税補てん特例交付金が平成 18 年度をもって廃止されたことに

伴い、経過措置として交付される特別交付金を、前年度と同程度の7億円計上しています。 

 

県税
188,500
38.2%

諸収入
35,322
7.2%

依存財源
213,640
43.3%

県債
71,901
14.6%

地方交付税
87,300
17.7%

交通安全対策特別交付金
490
0.1%

国庫支出金
48,757
9.9%

地方譲与税
2,441
0.5%

市町たばこ税県交付金
730
0.1%

財産収入
5,759
1.2%

繰越金
500
0.1%

使用料及び手数料
8,609
1.7%

分担金及び負担金
4,250
0.9%

地方消費税清算金
22,391
4.5%

繰入金
14,583
2.9%

寄附金
3
0.0%

地方特例交付金
2,021
0.4%

自主財源
279,917
56.7%

歳　入　合　計

４，９３５億５７百万円

（単位：百万円）

地方譲与税 ▲1億円（▲2.2%、⑳24億円←⑲25億円） 

地方特例交付金 ＋6億円（＋47.5%、⑳20億円←⑲14億円） 

県税  ＋95億円（＋5.3％、⑳1,885億円←⑲1,790億円）        p.5 参照 

資料１－１
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平成 20 年度の地方交付税総額（全国ベース）は、地方税の偏在是正策により生じる財源

を活用することとして設けられた「地方再生対策費」などにより、15兆 4,061億円で、前

年度比2,034億円、1.3％の増となっています。 

本県の交付額は、「地方再生対策費」の創設に伴う臨時財政対策債への振替が増加すること

や、基準財政収入額の算定において本県の法人関係税の税収がさらに伸びるものと推計され

ることなどにより、前年度に比べ90億円減の873億円となり、5年連続で大幅に減少する

見込みです。 

 

 

 

警察本部庁舎の建設に伴い増加しているものの、参議院議員通常選挙や野洲養護学校の整

備が終了したことによる減をはじめ、土地改良や河川、造林や治山などの公共事業関連で減

少しています。 

 

 

 

県立短大跡地などの未利用県有地の売却による財産売払収入を見込んでいます。 

 

 

 

財政調整基金を21億円取り崩し（⑳末現在高見込4億円）、県債管理基金を64億円取り

崩す（⑳末現在高見込 31 億円）こととしています。さらに、財源不足への対応のため、福

祉・教育振興基金を10億円取り崩すこととしています。 

また、その他の特定目的基金についても、基金の目的に沿って活用することとしています。 

 

 

 

中小企業関係資金の貸付金元利収入が 53 億円減少しているほか、国直轄河川事業関連用

地先行取得資金の元利収入および耕地換地処分清算金がそれぞれ７億円減少しています。 

 

 

 

県債発行額は、その抑制に努めているものの、前年度に比べ46億円、6.8%の増となりま

した。その内訳を見てみますと、地方交付税の振替として発行する臨時財政対策債が、227

億円で、前年度に比べ 41 億円増えています。これは、地方税の偏在是正に伴って新たに創

設された「地方再生対策費」の効果を先取りさせるため、平成 20 年度において臨時財政対

策債の発行によって財源手当がなされるため、その分として 58 億円が計上されたことによ

り大幅に増加しました。 

また、産業支援プラザに新たに設置する「しが新事業応援ファンド」の財源として活用す

る、中小企業基盤整備機構からの貸付金 32 億円や工事が本格化する警察本部庁舎の整備の

ための県債などが、今年度増加している要因です。なお、退職手当債については前年度同額

の55億円を計上しています。 

こうしたことから、県債残高は、平成20年度末に9,240億円となる見込みですが、地方

交付税の振替である臨時財政対策債を除くと、7,496億円となり、平成19年度末見込みの

7,538億円より、42億円減っています。 

 

 

 

地方交付税 ▲90億円（▲9.3％、⑳873億円←⑲963億円） 

国庫支出金 ▲36億円（▲6.9%、⑳488億円←⑲524億円） 

財産収入 ▲3億円（▲4.8%、⑳57億円←⑲60億円） 

繰入金 ▲66億円（▲31.1%、⑳146億円←⑲212億円）         

諸収入 ▲72億円（▲16.8%、⑳353億円←⑲425億円） 

県債  ＋46億円（＋6.8％、⑳719億円←⑲673億円）          p.6 参照 
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ウ） 歳出予算（目的別）の構成図      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀県土地開発公社への貸付金 ＋25億円、市町振興総合補助金 ▲2.6 億円 

 

 

 

参議院議員通常選挙 ▲7.7 億円、県議会議員選挙 ▲5.6 億円 

 

 

 

青年の城耐震工事 ▲1.6 億円、びわ湖ホール管理運営費 ▲1.1 億円 

        ※生活衛生費を健康福祉費に移管する等、平成19年 4月の組織改編に伴う要因があります。 

            

 

 

林野公共事業 ▲13.3 億円、産業廃棄物処理施設整備費補助金 ▲4.2 億円 

滋賀県環境事業公社出捐金 ＋7.5 億円 

 

 

 

    後期高齢者医療制度関係 ＋20億円、ウイルス性肝炎対策 ＋1.7 億円 

 

 

 

しが新事業応援ファンド造成 ＋34億円、中小企業振興資金 ▲52.7 億円 

 

 

 

政策調整費 ＋18億円（＋25.5%、⑳88億円←⑲70億円） 

総務費 ▲15億円（▲6.8%、⑳205億円←⑲220億円） 

県民文化生活費 ▲25億円（▲27.4%、⑳65億円←⑲90億円） 

琵琶湖環境費 ▲25億円（▲14.2%、⑳148億円←⑲173億円） 

健康福祉費 ＋27億円（＋4.1%、⑳676億円←⑲649億円） 

商工観光労働費 ▲32億円（▲10.6%、⑳266億円←⑲298億円） 

土木交通費
54,799
11.1%

警察費
36,644
7.4%

教育費
131,072
26.6%

公債費
74,614
15.1% 健康福祉費

67,634
13.7%

災害復旧費
709
0.1%

議会費
1,192
0.2%諸支出金

30,540
6.2%

予備費
180
0.0%

政策調整費
8,801
1.8%

総務費
20,499
4.2%

県民文化生活費
6,499
1.3%

琵琶湖環境費
14,809
3.0%

商工観光労働費
26,584
5.4%

農政水産業費
18,981
3.9%

歳　出　合　計

４，９３５億５７百万円

（単位：百万円）
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    土地改良公共事業 ▲35.8 億円、農地集団化促進 ▲7.4 億円、海づくり大会 ▲3億円 

 

 

 

道路関係公共事業 ▲31.3 億円、河川関係公共事業 ▲15.2 億円 

    ダム関係公共事業 ▲8.1 億円、砂防関係公共事業 ▲5.3 億円 

 

 

 

警察本部庁舎整備 ＋51.1 億円、補助交通安全施設整備費 ＋8.7 億円 

 

 

 

養護学校再編関連施設整備 ▲42.5 億円、県立大学工学部施設整備費補助金 ＋7.9 億円 

  全国スポーツ・レクリエーション祭開催 ＋3.3 億円 

 

 

 

元金 ＋45.1 億円 

 

エ）歳出当初予算（性質別）の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出総額に占める性質別経費の割合を見ますと、「人件費」が 1,732 億円で 35.1%と最も大

きく、前年度より 13 億円、0.8％減少しています。これは、給与改定や共済費の引き上げ、児

童数の増に伴う教員の増員がある一方で、給与カットや人員削減等を反映したことによるもので

す。また、退職手当はほぼ前年度並みの152億円を計上しています。 

次に大きな割合を占めている「普通建設事業費」は751億円、15.2％となっており、前年度

に比べ119億円、13.6%の減となっています。その次に「公債費」が746億円、15.1%を占

めており、前年度より45億円、6.5%の増となっています。 

また、「扶助費」が 366億円、7.4%を占めており、後期高齢者医療制度の創設に伴う増など

により、前年度に比べて13億円、3.8%の増となっています。 

この結果、人件費、公債費、扶助費といったいわゆる義務的経費の歳出総額に占める割合は、

57.6％となり、前年度に比べ2.4 ポイント上昇しています。     ⇒p.10 参照 

人件費
173,232
35.1%

公債費
74,573
15.1%

一般行政費
94,229
19.1%

貸付金
30,200
6.1%

義務的経費
284,419
57.6%

投資的経費
75,741
15.3%

普通建設事業費
75,103
15.2% 扶助費

36,614
7.4%

その他
8,968
1.9%

災害復旧事業費
638
0.1%

その他の経費
133,397
27.1%

歳　出　合　計

４，９３５億５７百万円

（単位：百万円）

農政水産業費 ▲62億円（▲24.8%、⑳190億円←⑲252億円） 

土木交通費 ▲71億円（▲11.4％、⑳548億円←⑲619億円） 

警察費 ＋47億円（＋14.8%、⑳366億円←⑲319億円） 

教育費 ▲34億円（▲2.5%、⑳1,311億円←⑲1,345億円） 

公債費 ＋45億円（＋6.4%、⑳746億円←⑲701億円） 
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Ⅱ 主な特徴 

☆１ 県税当初予算額は４年連続で増加 

県税収入は1,885億円で、対前年度当初予算比95億円、5.3%増となり、4年連続で増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な税目の増減、特に基幹税目である個人県民税と法人二税の状況は下記のとおりです。 

また、琵琶湖森林づくり県民税は、6億8千万円を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

657
780 769 701

549
468 545 603

695 686

452 432
571

410 394 433 494
583 661 725

197

202
225

246

282
226

245 251

274
267

251
232

241

235
228 216

216

252

533
494
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0

10
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90

100
億円 ％

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移
1,885

その他の税

個人県民税

【増収】県民税利子割・個人事業税他
【減収】地方消費税・自動車取得税他

平成20年度　法人二税　７２５億円平成20年度　個人県民税　５３３億円

１，７９０億円

19年度当初

対前年度比
+39億円(+8.0%)

個人県民税

１，８８５億円

個人県民税

+64億円(+9.7%)
対前年度比 対前年度比

△8億円(△1.3%)

５３３億円 ７２５億円
20年度当初

その他の税
６２７億円

法人二税

４９４億円
法人二税
６６１億円

その他の税
６３５億円

◎主な税目の状況

◎個人県民税の状況

うち税源移譲
２００億円

増収額計
９５億円
+５．３％

◎法人二税の状況

☆税源移譲の平年度化や雇用情勢の改善等に
よって、８％の増

対前年度比

△５％

対前年度比

＋１７％
減収業種
金 融 業

増収業種
窯業・土石
輸送用機械

１９年度当初

４９４億円

税源移譲平
年度化
２２億円

非製造業
構成比

３４％

製 造 業
構成比

６６％

雇用情勢の改善
による所得増等

１７億円

☆製造業を中心に９．７％の増

琵琶湖森林づくり県民税　６億８千万円　(内訳)個人県民税 ５億３千万円、法人県民税 １億５千万円
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☆２ 県債発行額と県債残高の状況 

県債発行額は719億円で、対前年度当初予算比46億円、6.8%増です。しかし、地方交付税の振

替措置である臨時財政対策債やしが新事業応援ファンドの造成のために中小企業基盤整備機構から

借り受ける貸付金などの特殊要因を除く実質的な県債は 460 億円で、対前年度 27 億円減となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県債残高は、年々増加し、平成 20 年度末には 9,240 億円になる見込みです。このうち地方交付

税の一部を振り替えて発行している臨時財政対策債の残高が 1,744 億円であることから、これを除

きますと、前年度末残高見込みの 7,538 億円に対し、42 億円減少することとなります。さらに、

償還に際して実質的に負担を伴わない、中小企業基盤整備機構からの貸付金 32 億円を除きますと、

7,464億円と前年度に比べ74億円減少します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「臨時財政対策債」とは、平成13年度から、地方交付税から振り替えられて発行している特例の地方債で、国によって 

その発行可能額が決定され、後年度の元利償還金に対して100%交付税措置されることとなっています。 

487 460

186
169

673

719

58

32

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成19年度 平成20年度

〈特殊要因３〉 
しが新事業応援ファンド

に係るもの 

〈特殊要因２〉 
臨時財政対策債（地方再生対策分） 

投資的経費等の財源とす

るために発行する県債 

（実質的な県債） 

 

⑳－⑲ ▲２７億円 

〈特殊要因１〉 
臨時財政対策債 
（従来の地方交付税振替分） 
 

⑳－⑲ ▲１７億円 

県債残高の推移（一般会計）

301
713 1,008 1,234 1,421

1,568 1,7448,205

8,555
8,690

8,929
9,106

7,692
7,904 7,842

7,567 7,508 7,538 7,4967,682
7,465

100

8,801

7,792

9,240

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 （年度）

（億円）

注：　平成18年度までは各年度末現在高、平成19年度および平成20年度は見込額です。

うち
臨時財政対策債

 

対前年度

      ▲42億円

しが新事業応援ファンド
に係るものを除くと

　　　　　　　　　　7,464
　

　対前年度

     ▲74億円
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☆３ 財源不足等に対応してきた基金残高がほぼゼロに  

 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金については、ほぼ全額を取り崩し、また借入

金の返済に備えるための県債管理基金についても、そのほとんどを取り崩すこととしています。 

さらに、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、20 年度も引

き続き各事業に充当するなど、活用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な基金の状況（平成20年度末現在高見込み、５億円以上のもの）＞ 

 

・財政調整基金              366百万円 

・県債管理基金            3,149百万円 

 

・災害救助基金             632百万円 

・平和祈念施設整備基金         517百万円 

・スポーツ施設整備基金         513百万円 

・介護保険財政安定化基金       2,069百万円 

・東海道新幹線新駅等施設整備促進基金 3,999百万円 

・森林整備担い手対策基金        893百万円 

・ふるさと・水と土保全基金      1,224百万円 

・警察本部庁舎整備基金        1,206百万円 

・琵琶湖管理基金           6,323百万円 

基金残高の推移（一般会計）

114 78 88 98 96 96 90 80 80 80 83 42 73 47 53 46
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357 303 318 270

108
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362
383 397 460
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383
308 275 281

238

207

1,432
1,497

1,399

1,277

1,129
1,082

989

799 766 795 813

547

641

537 499 473

357

242

424
3195
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200
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平3 平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20

（年度）

（億円）

特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注） 各年度末現在高であり、平成19年度は9月補正後現在高見込額、平成20年度は当初予算に基づく年

度末現在高見込額です。
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☆４ 持続可能な県財政の実現に向けて  

 

本県では、健全な財政運営を行うため、プライマリーバランスという指標を一つの目安としてい

ます。プライマリーバランスとは、県債の元利償還金を除く歳出が、県債を除いた県税収入などの

歳入でまかなえるかどうかを示す基礎的財政収支のことで、これがプラスであれば財政の中長期的

な持続可能性を保つことができるとされています。 

 平成 20年度当初予算においても、下のグラフのとおり、引き続きプラスを確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20年度の場合のイメージは、下図のとおりです。 

 

県税収入等 公債費を除く支出等

利払い費

県債発行による収入

歳　　入 歳　　出

元金償還費

プライマリーバランスが黒字
県債残高が増加

将来世代の負担
過去の世代からの負担

将来の世代の人
たちが利用する施
設の整備費を公
平に負担するもの

過去に整備された道路や
公共施設など、現在それら
を利用・活用している世代
として負担するもの

県債を除いた県税収入等の歳入で、そ
の年度の行政サービスに必要な歳出
をまかなうことができています。

プライマリーバランスの推移

△258
△126

179

△31 3394 75 26△126
△92

114

5,230

5,420

5,488
5,546

5,365

4,439

5,285

4,651

4,705

4,4004,348

4,217

4,812

5,186

4,345

5,316

4,273

4,537

4,797

4,367

4,191

4,938

△400

△200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20
(年度)

(億円)

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

(億円)

プライマリーバランス（左目盛）

県債除く歳入決算額（右目盛）

元利償還金除く歳出決算額（右目盛）

（注） 平成18年度までは決算額、平成19年度は9月補正後予算額、平成20年度は当初予算額です。



グラフ１　：　歳入決算額、県債残高および基金残高の推移（一般会計）

1,407 1,489 1,596 1,607 1,590 1,283 1,442

485 841
901 848 884

543
882 629

719

1,073
1,148 1,209 1,180
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6,075 6,046
6,150

5,694
5,561

5,356

5,069 4,997 4,936

1,299 1,575

1,885

1,4941,398 1,365 1,7901,5651,4491,4841,584
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855
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1,418
1,071

8731,255

1,079
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1,252

1,4801,516
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2,455
2,165

2,1692,508

2,497 2,405
2,754
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4,939

5,908

6,187

7,692
7,842

7,682
7,567 7,508 7,538 7,496

537
8137667991,497

1,399 641

1,082
242

473 357

1,432
1,277

1,129 989

795
547 499

9,240
9,106

8,929

5,626

8,690
8,555

7,792

7,308

6,866

3,773
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4,228
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7,904

0
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3,000

4,000

5,000
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その他歳入

地方交付税

県債

県税

県債残高（臨時財政対策債を除く）

県債残高

基金残高

（注） 1　県債については、借換債を除いています。
　　　 2　平成18年度までは決算額、平成19年度は9月補正後予算額、平成20年度は当初予算額です。
　　　 3　県債残高および基金残高は各年度末現在高であり、平成19年度および20年度は見込額です。



グラフ２　：　当初予算額の推移（歳出性質別）

1,374 1,450 1,498 1,537 1,612 1,673 1,714 1,741 1,763 1,797 1,800 1,824 1,806 1,764 1,730 1,720 1,746 1,732

348 320
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費


